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要約 (アブストラクト)

小売業者にとってPOS情報は､効果的なマーチャンダイジング (MD)を実施し､取引先に対して有利に

交渉を進めるうえできわめて重要な情報である｡このため､POS情報は取引先に全面的に公開しないこと

が常識と考えられてきたoコープさっぽろはこの常識を覆し､POS情報を全面開示することによって取引

先からのMD提案の仕組みをつくり､新たなチャネル･パートナーシップを構築した0本研究はコープさっ

ぽろをケース研究の対象とし､協働MD組織の役割､取引先とのwin-win関係､模倣困難性などの視点から

pos情報開示に基づくチャネル･パートナーシップ構築の理論的検討を行い､チャネル研究の新たな課題

を提示する｡

キーワード

コープさっぽろ､POS､マーチャンダイジング､チャネル･パートナーシップ､wi n-win関係

Ⅰ はじめに

小売業者にとって ｢何が､いつ､どこで､

いくらで､どれだけ売れたか｣を示すPOS

情報は､効果的なマーチャンダイジング (以

下､MDと略す)を実行するうえできわめて

重要である｡それだけでなく､メーカーや卸

売業者との商談の場において､POS情報は

交渉を有利に進める重要な要素である｡それ

ゆえ､小売業者にとってPOSデータは機密

性の高い情報として保持され､メーカーや卸

売業者は納入先からの発注情報や在庫情報

などから自社商品の小売販売情報を収集す

るのが通常である｡

こうした一般的な状況を覆し､日本では

じめてPOS情報を取引先企業に全面開示す

ることによって､POS情報に基づく取引先
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企業からのMD提案の仕組みをつくり､新

たなチャネル ･パートナーシップを構築した

のがコープさっぽろ (正式名称 :生活協同組

合コープさっぽろ)である｡この全面開示

は､単に取引先企業の自社商品のPOS情報

だけでなく､競合他社商品の販売情報をも

含むコープさっぽろの取扱い商品すべての

POS情報が公開されているという点で､き

わめて革新的なものである｡この取り組み

は､1996年､経営危機に陥ったコープさっ

ぽろの業績をⅤ字回復させる原動力になり､

その成果は1999年度から2007年度まで連

続 して既存店売上高が前年度比増を記録し

たことに表れている｡ またその革新性は､

CRM協議会から ｢仕入先との関係性革新を

行ったPartnerRelationshipManagementで



図1 コープさっぽろの業績推移
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出所 :大兄英明 (2008)､｢コープさっぽろ 4つのlT化戦略｣(社内資料)に加筆｡

ある点でユニークである｣と評価され､｢2007

年度ベストプラクティス嘗 (パートナー｡リ

レーションシップ ｡モデル)｣を受賞したこ

とからもうかがわれる｡コープさっぽろの取

り組みから10年近くを経た2009年3月現

在､全国で60以上のチェーンがPOS情報

の開示を行うまでにその革新は広がりを見

せている｡

本研究の目的は､POS情報開示を通じた

取引先とのチャネル ｡パートナーシップ構築

の先進組織であるコープさっぽろをケース

研究の対象として取り上げ､チャネル ･パー

トナーシップ研究の新たな課題を導出する

ことにある1｡

Ⅲ 経営危機とPOS情報の開示

1.コープさっぽろの概要

2009年3月20日現在､コープさっぽろ

は北海道全域に99店舗を展開する｡組合員

数は130万3846人に達し､組織化率はコー

プさっぽろの事業所が存在する北海道内市

町村世帯数の約半数 (49.8%)にものぼる｡

2008年度の供給高は2313億 5400万円で､

国内最大の生活協同組合であるコープこう

べ (正式名称 :生活協同組合コープこうべ)

の2659億 6000万円に次ぐ国内生協第2位

の規模を誇る｡北海道内の食品スーパー業界

においてコープさっぽろは､イオン北海道

とマックスバリュ北海道を合わせたイオン･

グループ (売上高2505億 8200万円)､ラル

ズや福原､ふじなど6社からなるアークス ･

グループ (同2411億 3500万円)とともに､

三極の一角を構成する｡

2.POS情報開示の背景

コープさっぽろがPOS情報の全面開示に

踏み切った背景は､1996年､無計画な事業

展開により実質的な経営破綻に追い込まれ

たことにある｡この破綻を契機にコープさっ

ぽろは経営陣を刷新し､日本生活協同組合連

合会からの人的 ･資金的支援のもと､経営の

抜本的な変革を図った｡そのなかで本研究

の課題とするPOS情報の全面開示に向けて

とくに決定的な要因となったのは､人件費削

減のための大幅な人員整理の断行である｡ こ

れにともないバイヤ-の数が半減し､その結

果､コープさっぽろのMD業務は機能不全

に陥った0--方で､店舗の競争力を削ぎ､経

営破綻の大きな要因となったMDの仕組み

を抜本的に改革しないかぎり､リストラによ

る縮小均衡では収益構造の改善は不可能で

あった｡
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最適な商品を最適なタイミングで売り場

に投入するというMDの基本に沿った業務

を行うためには､次のようなPDCAのサイ

クルを組み込まなければならない (CRM協

議会 2008)0

①Plan:POSデータを分析し､事実に基づ

く仮説を立て､それに沿ったMDを提案

する｡

(夢Do:MD提案の内容を店舗で実施する｡

③Checl(:実施 したMD提案の結果を再び

POS分析により検証する｡

(むAction:検証された内容をもとに再び仮

説を立て､改善 ｡修正されたMD提案を

実行する｡

しかし､コープさっぽろがPOSデータに

基づくMD業務にPDCAのサイクルを組み

込み､商談の場で実行するためには､いくつ

かの問題があったo第 1はデータ･マイニ

ングの困難性で､膨大な商品数､販売点数に

対し､POSデータの分析を行うスタッフが

圧倒的に不足 している｡第2はMD提案の

困難性で､提案する側 (取引先の営業担当

者)と提案される側 (コープさっぽろのバイ

ヤー)との間の情報､理解､コミュニケーショ

ンが標準化されず､効率的な協働関係が醸威

されていない｡そして第3は検証の困難性で､

MD提案を実施した結果についての説明責任

が要求されず､検証されないままとなるた

め､知識の獲得と集積ができない｡

3.POS情報の全面開示

こうした問題をとらえ､POS情報の全面

開示にリーダーシップを発揮したのが､当時

リニューアル本部長の大兄英明氏 (現理事長)

であった｡大兄氏は国領二郎 ･慶磨義塾大学

教授の著書 『オープン･ネットワーク経営』

にヒントを得て､2000年､コープさっぽろ

のPOS情報を取引先に全面公開することに

踏み切った｡大兄氏は次のように述べている｡

オープン･ネットワーク経営の元祖のような慶膿

大学のI或1領先生は､｢情報をオープンにすればす

るほど､その事業体の経営の悪さ､問題解決すべ

き課題が寄り集まってくる｡これを順番に片づけ

ているうちに､実はほかとは違うイノベーション･

スピードが確保できる｣と主張されていた｡そこ

で生協の販売データを取引先に全部渡したらどう

なるか考えた2｡

POS情報開示の目的は､POS情報に基づ

いて取引先からMD提案を受け､コープさっ

ぽろのMD業務の負担を軽減するとともに､

MDに関わる革新を生み出すことにあった｡

POS情報は ｢コープ宝箱サービス｣という

名称で提供され､2003年､このシステムを

進化させ､ウェブによるPOS情報開示シス

テムを構築した｡日本ではじめてのウェブ上

でのPOS情報の提供であり､これにより前

日のPOSデータは翌朝午前5時に閲覧可能

となった｡開示されるPOSデータは､すべ

ての商品カテゴリー､店舗､部門の計数につ

いて過去3年にわたる月別情報､過去 1095

日の目別情報､および過去 156過の週別情

報である｡2004年､POS情報は ｢コープ宝

箱｣として整備され3､購入情報閲覧サービス､

メールマガジン配信サービス､掲示板による

情報提供サービスなどが提供 されるように

なった｡

このPOS情報の全面開示は､前述のデー

タ･マイニングの困難性を解決 し､Planと

Checkを可能にした｡すなわち､POSデータ

を280社にのぼる取引先に分析してもらい､

店舗の ｢悪さ｣を指摘するという形でMD提

案に活かすことによって､｢外部の眼｣｢外部
の知恵｣を取り込み､分析スタッフの不足を

解消したのである (CRM協議会 2008)0
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Ⅲ ｢知｣のプラットフォームとしての協

働MD組織

1.協働 MD組織の構築

pOS情報の全面開示に先立つ 1999年､

当時水産部長であった大兄氏は､仕入れの意

思決定の透明化とMD革新の促進を目的と

した ｢場｣を構想し､水産部門の取引先との

間で協働MD組織を立ち上げた｡一橋大学 ･

野中郁次郎教授の提唱するナレッジ･マネジ

メントの考え方に共鳴し､そうした場の必要

性を感じ取ったからである｡大兄氏はそれを

次のようにとらえている｡

一橋大学の野中郁次郎先生が､暗黙知と形式知が

廻りながら､らせん状に弁証法的発展をするとい

うナレッジ･マネジメントを提唱された｡統合さ

れた知識に向かって､全員が書き込んだり報告し

たりすることで､それまでにない知識が蓄積され

ていく｡そうした全体認識が徹底するなかで､経

営の質や仕事のあり方などが発展していくという

考え方である4｡

水産部門で成果を上げた協働MD組織は

その後､生鮮部門から農産､畜産､デリカ､

そして日配部門にまで拡大されていった｡

コープさっぽろが取引先との間で構築し

た協働MD組織は､MD研究会とMD協議会

の2つからなる｡MD研究会とMD協議会に

共通する点は､取引先の営業担当者がコープ

さっぽろのPOSデータを解析し､そのMD

の弱点を指摘し､改善提案を発表し､成果の

まとめと課題の提示が行われることである｡

一方､MD研究会が競合他社を含むコープ

さっぽろの取引先担当者が一堂に会してMD

提案を行うオープンな場であるのに対 し､

MD協議会はコープさっぽろとのクローズド

な相対の場であることに違いがある｡

MD研究会は､前述のMD提案の困難性､

検証の困難性に対する解決策であり､PDCA

サイクルを実践する場であるとともに､参

加者の知恵が集積する ｢知のプラットフォー

ム｣(CRM協議会 2008) として機能する｡

MD研究会は年6回開催され､コープさっぽ

ろから理事長､商品本部長､農産､畜産､水産､

日配の各部門長､および各部門のバイヤー約

60人､そして取引先約 280社の営業担当者

約900人が参加する｡

毎回の研究会では､4-5社の取引先営業

担当者が自社商品のMD提案を行い､その

提案を競合他社を含めた参加企業が第三者

的な視点から次の項目について評価する5｡

(∋発見 (気づき)の抽出ができていたか｡

(POSデータの使用等)

(彰指摘 (問題点)部分が整理されていたか｡

③解決策の提案ができていたか｡

④提案する商品の優位性が検証できている

か｡

⑤提案内容の期待度は｡(数字に貢献できそ

うか)

(むMD機能の代位が提案されていたか｡

⑦企画提案表があるか｡(ABC分析表 6等)

⑧発表が整理されて分かりやすいか｡(総合

的に)

優秀な提案事例については毎年､表彰が行

われ､また冊子やCD-ROMに 『企画提案成

功事例集』としてまとめられ､販売されてい

る｡

コープさっぽろはMD研究会に2つの原

則を設けた (大兄 2004)｡1つは､取引先と

の信頼関係の構築がカギであり､そのために

取引先のMD提案はすべてコープさっぽろ

が実践することである｡もう1つは､MD提

案はコープさっぽろと取引先との共同の財

産であるため､その成果を独占せず､MD提

案の事例は競合他社に紹介することを妨げ

ないという原則である｡
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一方､MD協議会は生鮮部門でのMD研究

会の成功を受けて､2002年､年間仕入れ総

額 1億円以上の食品 ･日用品部門の取引先

75社を対象に始まった7｡オープンな場で

MD提案が行われるMD研究会ではなく､ク

ローズ ドな相対の場としてMD協議会を設

けたのは､食品部門のメーカーや卸売業者が

情報開示を嫌う傾向があったためである (大

兄 2004)｡

上期と下期の年 2回開催 されるMD協議

会では､コープさっぽろの次期のMD戦略

が提案 される｡このMD協議会を通 じては

じめて明らかになったのは､次のような点で

ある (大兄 2004)0

①食品 ･日用品の取引先はリテール ･サポー

トがほとんどできない｡

②業種によってリテール ･サポー トカのバ

ラツキが激しい｡

③取引先営業担当者はPOS情報の解析がで
きない ｡

④メーカーはプロダクト･アウト型の本社提

案の翻訳に終始するレベルである｡

こうした課題を発見したコープさっぽろ

は､取引先のMD提案に関して3つの要望

を行った｡

(∋北海道市場において構造変化をもたらし

たい商品展開について､北海道の競合ロー

カル ｡チェーンへの先行対策になること｡

②北海道支社 ･支店の最重要課題は､全国

の営業対策にとって画期的な意味を持つ

可能性があるものであること｡

③北海道支社 ･支店だけでなく会社全体の

営業政策への貢献として､取 り組みの全

国的な水平展開の可能性を有するもので

あること｡

2.協働MD組織の課題

MD研究会およびMD協議会には､コープ

さっぽろを取 り巻 く競争環境に対する課題

克服としての意義もある (岩藤 2008;大兄

2004,2008)oまず､北海道における食品スー

パーの制約条件を組織的に亮服することで

ある.北海道の小売市場の特徴として､コー

プさっぽろ､アークス ｡グループ､および

イオン北海道の3チェーンによる寡占構造

が挙げられるo これら3チェーンを合わせ

た売上高は7000億円を上回り､北海道の食

品小売市場約 2兆円の35%を占める｡これ

ら三極による購買支配力を背景とした卸売

業者の系列化は必至であるとの認識のもと､

コープさっぽろはPOS情報を基盤とした協
働 MD組織を最大限に活用して取引先との

win-win関係を構築し､競争力の向上を図ろ

うとしている｡

さらに､POS情報開示にともなう競合他
社の追随にどのように対処するかという課

題がある｡この点についてコープさっぽろ

は､競合他社の追随は取引先であるメーカー

や卸売業者への利益に貢献することになり､

それは自社の利益貢献よりも優先されるべ

きであると考える｡この取引先の利益優先の

考え方は､次のような認識に基づいている｡

すなわち､pOS情報を開示 しなくてもコー
プさっぽろのMD政策は競合他社に｢伝わる｣

が､その情報は過去のMD政策の結果に関

する情報であって､たとえそれが他社に伝

わったとしても､次にどのようなMD政策

を取るかまではわからない､という理解であ

る｡そこには競合他社の事後的な追随に対し

て､コープさっぽろのMD政策は常に先行

するという強い自負がある｡大兄理事長は次

のように述べている｡

｢敵に情報が行き､追随されるのではないか｣と

いう情報開示リスクは､みんなが持っています｡

ところが､巨大チェーンで､見たデータをそっく
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りそのまま真似しようと思っても､内部組織の本

部が起案をし､現場に対して提案し､実行する

プロセスに最短でも1ケ月はかかる｡-･現状の

POSデータを見て追随しようと思っても､そう

簡単に組織上の対応はできません｡ 情報を開示し

て損することはまったくなくて､これに関するリ

スクというのは､取るに足りないものだと思いま

す 8｡

Ⅳ POS情報開示の効果

POS情報開示の効果としてコープさっぽ

ろは､以下の点を挙げている (岩藤 2008;

大兄 2004､2009a)｡第 1に､取引先のMD

提案レベルが向上したことである｡取引先の

営業担当者のPOS分析､MD提案のスキル

が向上し､取引先企業内に優れた知識や人材

が蓄積されるようになった｡コープさっぽろ

への営業担当経験者は､社内でMD提案の

リーダー的役割を果たすようになるという｡

第2は､発注数量が適正化されたことで

ある｡取引先がMD企画ごとに情報をデー

タベース化することにより､商品の発注量が

適正化されて発注精度が向上し､より正確な

販売数量の予測が可能となる｡また販売実績

に基づいたMD提案が行われるため､過度

の安売りや数量の読み違いが減り､適正価格

と適正数量で納品でき､取引先の売上げ t利

益の安定に貢献する｡

第3は､営業の効果と効率が向上 したこ

とである｡POSデータをウェブ上で入手し

分析できることにより､取引先営業担当者と

の業務のスピードや方法が大きく変化し､生

産性向上に直接結びついた｡またMDの本

来的な目的である販売機会損失の防止が､い

かに効率的 ･効果的な品揃えを行うかという

｢売りの撤密化｣へと進化した｡

第4に､｢壁｣を相互に乗り越える可能性

が高まったことである｡この ｢壁｣は､部門

の壁､売り場の壁､および提案企業間の壁の

3つからなる｡部門の壁では､農産､畜産､

水産､日配という部門間に横たわる情報の壁

が消滅 し､部門間のMD競争を通して進歩

が見られた｡売り場の壁では､売り場をまた

ぐ横断的な企画が生まれた｡また提案企業間

の壁では､取引先企業間でMDに関する知

識やノウハウの壁が低下 して差異が小さく

なり､コープさっぽろ担当者同士の相互協力

チームがつくられた場合もあった｡

一方､コープさっぽろの取引先である某

メーカーもまた､MD研究会やMD協議会に

おけるPOS情報の活用を高く評価している｡

従来からデータを提供してくれるところはあった

が､通常はそれだけで終わってしまい､次のアク

ションにつながらないことが多かった｡しかし､

コ-プさっぽろの場合は､POSデータに基づい

て倉析-提案-試行-結果-評価という店舗の動

きに直結した活動が可能となっており､売上げや

利益への貢献も大きい｡こういったことは市場規

模やコープさっぽろのシェアなど明確な数字とし

て評価することもでき､大きなやりがいを感じる

ことができる9｡

VPOS情報開示の理論的検討
ここでは､コープさっぽろのPOS情報開

示を通じた取引先とのパー トナーシップ構

築を理論的に整理 ･検討する｡

l.チャネル ･パートナ-シップ

チャネル ･パー トナーシップとは､｢一定

の目標を共有 し､緊密なコミュニケーショ

ンを通じてマーチャンダイジングや商品開

発､ロジスティクス等の業務領域において

協調的な取り組みを行う取引当事者間の双

務的かつ対等な協調関係｣と定義される (尾

崎 1998;山本 2006;Webster1992)｡ こ
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の定義を構成する要素をコープさっぽろの

チャネル ･パー トナーシップに対応づけれ

ば､マーチャンダイジングを ｢業務領域｣

に､MD研究会およびMD協議会を ｢緊密な

コミュニケーション｣の場として機能させ､

｢双務的かつ対等な協調関係｣を取引先との

win-win関係において実現する､ととらえる

ことができる｡

チャネル ･パー トナシップを構築するこ

とによって､効果次元と効率次元から次の

ような成果が期待される (尾崎 1998;山本

2006)｡効果次元では､効果的な品揃え､効

果的なプロモーション､鮮度の向上､新製品

開発､欠品の削減､コスト削減 (人件費､物

流費)である｡また効率次元では､商品回転

率の向上､売り場効率の向上､商品の自動発

注 ｡補充､需要の予測精度向上による効率的

な生産 ･在庫 ･物流管理である｡

しかし､取引当事者がパートナーシップを

構築するには､一般にいくつかの困難がとも

なう (尾崎 1998;高嶋 1994)｡第1に､取

引当事者間の役割遂行に対する期待の敵齢

がある｡取引当事者は独立した意思決定主体

であり､取引先が自らの役割期待に沿った行

動を取るとはかざらない｡取引先が期待どお

りの役割を遂行しない場合､取引当事者間に

コンフリクトが生じる｡もし焦点組織がそう

したコンフリクトの発生を事前に予想する

ならば､取引先とのパートナーシップ構築に

踏蹄するだろう｡

第2に､パー トナーシップ構築による関

係特定的投資とスイッチング ･コストの発生

の問題がある｡パートナーシップを通じて取

引当事者間で関係特定的投資が行われ､関係

特定的資源が蓄積されると､市場 ｡競争環境

の変化によりパー トナーシップの優位性が

失われる可能性が生じた場合でも､それを解

消することは難しい｡なぜなら､関係特定

的資源が本来的に他社との関係に転用しに

くい資源であるため､新たな取引先とパート

ナーシップを構築しようとする際に､その資

源が回収不能な埋没コストに転化し､スイッ

チング ･コストが発生するからである｡した

がって､関係特定的投資とそれによるスイッ

チング･コストの増加は､関係性を強化する

半面､市場 ･競争環境の変化への適応能力を

低下させ､そうした環境変化への適応能力の

低下を事前に恐れることが､パートナーシッ

プ構築を阻害することになるのである｡

第3に､関係特定的投資が一方の取引当

事者により多く行われる場合､取引当事者間

でパワー･バランスが崩れ､交渉力の低下を

招くリスクが生じる｡

第4に､特定の取引先とのパートナーシッ

プ構築に他の取引先が反発する可能性があ

る｡その反発は､特定の取引先とパートナー

シップを組んだ流通業者に対して､取引量の

削減や競争力のある商品の提供を行わない

などの対抗措置を取るかもしれない｡

以上のような理由により､一般的にチャネ

ル ･パートナーシップの構築には潜在的な困

難がともなう｡そしてこうした困難が事前に

想定される程度にしたがって､焦点企業が

チャネル ･パートナーシップを構築しようと

する誘因は小さくなる｡

2.パートナーシップ構築の3つの促進要因

上記のような困難性にもかかわらず､取引

当事者間でパー トナーシップが構築される

のは､パートナーシップ構築による利得が構

築しないことによる潜在的な損失を上回る

と期待される場合である｡この利得の期待

は､チャネル ･パートナーシップ構築の要因

として考察することができる｡

ここではコープさっぽろのケースに即し

て､次の3点を指摘する｡第1は､取引コ
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ス トの削減である (Williamson1975)｡ 通

常､経済主体は制約された合理性 (bollnded

rationality)のもとで意思決定を行い､取引

相手について十分に知っているわけではな

い (MarchandSimon1958;Simon1945)｡

このため､取引相手が機会主義的行動を取る

可能性は常に存在する｡ここに焦点企業が

チャネル ｡パートナーシップを構築すること

によって､取引相手の機会主義的行動を抑制

し､取引コストを削減しようとする動機が生

まれる｡

コープさっぽろが取引先との間で想定さ

れるコンフリク トと機会主義的行動を抑制

するメカニズムは､次の2つにある｡第1は､

pOS情事鋸こ基づくMD提案を競合他社に転

用することを妨げず､その成果をコープさっ

ぽろとの関係に閉じないことである｡これに

よって取引先は､コープさっぽろとの協働

MD組織で養われたMD提案能力を他の小売

業者との取引に応用することができ､その結

果として､より高い成果を享受することがで

きる｡第2に､長期的な協調関係の維持そ

れ白棒が短期的なコンフリク トと機会主義

的行動を抑制することである｡すなわち､短

期的なコンフリクトによって取引先が販売

量を削減したり､あるいは機会主義的行動を

取ることによって短期的な成果を獲得する

ことの利得よりも､協調的関係を構築するこ

とから得られる長期的な利得が大きいと判

断されるのである｡これはKuhn(1963)の

いう寛容取引､あるいは高嶋 (1994)の指

摘する双方的受容可能圏の拡大に相当する

状況である｡

第2に､関係的交換 (relationalexchanbO.e)

の理論が示唆するように､チャネル ｡パー ト

ナーシップを通じた協調的関係は､次のよ

うな利益をもたらす (Dwyer,SclmrrandOh

1987;Frazier,SpekmanandO'Neal1998;

高嶋 1994)｡まず､取引当事者間の協調的関

係のなかで頻繁なコミュニケーションが相

互に行われ､これにより製品の開発 ｡改善が

促進されたり､販売 ･サービス活動が調整さ

れる｡またパートナーシップを通じた長期的

関係のもとで､取引先の期待や要求､能力に

関する知識が蓄積され､相互の信頼関係が醸

成されることによって､取引の不確実性が低

fL､交渉が効率的に行われる｡こうした利

益は､コープさっぽろと取引先企業との間で

編威される協働MD組織において､MI)に関

わる密接かつ頻繁なコミュニケーションを

通じて相互の理解が深まり､信頼関係が構築

されることにより､円滑な取引交渉が行われ

ていることに示されているO

チャネル ･パートナーシップ構築を促す第

3の要因は､学習アプローチの視点から理解

することができる｡学習アプローチとは､｢学

習を通じた知識 ･情報の獲得 ･創造による革

新の促進 ｡管理｣を意味する (尾崎 1998)0

この局面では､パートナーシップを取引当事

者間においてパートナー間学習(interpartner

learning:OslandandYaprak1995)や意思

決定の共同化 (丸山 1988,1992)が促進さ

れることにより､新しい知識や情報が創出さ

れ､それが革新をもたらす｡この学習アプ

ローチの考え方は､コープさっぽろのPOS

情報の全面開示に当たって大兄氏の決断に

大きな影響を及ぼしたオープン｡ネットワー

ク経営 (国領 1995)にも共通する｡そこで

は外部資源を相互に利用し､内部資源を補完

することによって競争優位を確立すること

が主張されている｡コープさっぽろにおける

協働 MD組織は､POS情報とそれに基づく

MD提案という相互の学習を促進し､効果的

なMDを生み出す ｢場｣として機能 してい

るのである｡
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3.革新の管理と模倣困難性

さきにチャネル ｡パートナーシップを通じ

て革新が生み出されることを指摘したが､こ

の革新に関して考慮しなければならないの

は､その革新の管理である｡とくに取引当事

者間で蓄積された知識の拡散問題 (BtlZZell

andOrtmeyer1995;尾崎 1998)､すなわち

取引当事者間で閉鎖的に利用されるべき協

調的関係の成果が､第三者に向けてフリーラ

イドされるという問題である｡この間題は､

コープさっぽろのMDの仕組みの模倣可能

性と密接に関連している｡

広く知られているように､知識は形式知と

暗黙知からなる｡形式知は数値や文章で表現

できる知識であり､暗黙知はそれらによって

表現されない個人や場に蓄積された知識で

あ る (NonakaandTakeuchi1995;Polallyi

1966).コープさっぽろが開示するPOS情

報は形式知､そして協働 MD組織における

MD提案に関するノウハウや知識は暗黙知と

とらえることができる｡資源ベース理論の視

点からいえば､pOS情報の解釈､具体的な

MD提案への落とし込み､提案されたMDの

店頭展開､そしてその成果の検証という一連

のPDCAの仕組みは､協働MD組織での共

有知識として時間的に蓄積され､暗黙知化し

ていると考えられる｡

この暗黙知が競合他社に対する模倣困難

性を生み出す基盤となる｡すなわち､過去

の経験や知識 ｡ノウハウが経路依存的であ

り､｢何をすればどのような結果につなが
るか｣という因果関係が不明瞭であるため

に､他社が模倣しようとしても容易にでき

ないのである (AmitalldSchoemaker1993;

CollisandMontgomery1998;Dierickxand

Cool1989)｡ コープさっぽろは他社に先駆

けてPOS情報を全面公開し､協働 MD組

織を構築し､関係特産的資源を蓄積するこ

とによって高い模倣困難性を構築している｡

この模範困難性を基盤にコープさっぽろは

学習 レース (learningrace:LorerlZOniand

Baden-Fuller1995) に発行 し､先行者利

益 (firsトmoveradvantage:Liebermanand

Montgomery1998)を享受することができ

る｡第三者への成果の流出に時間差があるこ

とを見越 したうえで常に革新を先導すると

いうコープさっぽろの確信は､その反映であ

る｡

4.協働 MD組織とwin-win関係

コープさっぽろと取引先との間で設けら

れるMD研究会およびMD協議会は､相互

の情報共有､学習の場として位置づけること

ができる｡この協働 MD組織は､次の2点

から重要である.第1は協働的コミュニケー

ションの場という行為的側面であり､そこ

ではMDに関して双方向的に頻度の高いコ

ミュニケーションが遂行される (Mohrand

Nevin1990)｡第2は､関係特定的資源の形

成 ｡蓄積の場という構造的側面である｡協働

MD組織における関係特定的資源としては､

とくに情報的資源が重要である｡ 協働 MD

組織では､協働的コミュニケーションを通じ

てPOS情報の解釈と分析､およびそれに基

づくMD提案と成果の検証がなされ､情報 ｡

知識面での豊富な関係特定的資源が蓄積さ

れていると考えられる｡

コープさっぽろは､この協働MD組織を

通じてチャネル ･パートナーとのwin-win問

係の構築を目指している｡ここでlVin-winの

基盤となるのは､ 情報力の相互補完による相

乗効果である｡一般に､流通業者の情報力は

専門的購買知識と品揃え知識から構成され､

メーカーの情報力は特定カテゴリーに関す

る技術知識と専門的消費知識からなる (上原

1997)｡こうした専門的知識が協働 MD組織
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の場において相互に提供され､効果的なMD

につながっていく｡

この情報力の相互補完による相乗効果と

いうwin-win関係の基盤はまた､取引先であ

るメーカーや卸売業者に波及的な利益をも

たらす｡前述の某メーカ-がコープさっぽ

ろの取り組みを高く評価している点に示さ

れているように､情報の相互補完によりメー

カーや卸売業者はPDCAによるMD提案の

検証が可能となり､その結果として売上げや

利益の向上という成果を享受することがで

きる｡さらにMDの検証は既存商品だけで

なく､新商品についても実施される｡取引先

企業は検証すべき商品を実際にコープさっ

ぽろの店頭に実験的に並べることにより､低

コス トでテ ス ト｡マーケテイングやマーケ

テイング ｡リサーチを行い､その結果を製品

の改善などに反映させることができる｡

チャネル ･パートナーシップの成功要因と

して尾崎(1998)は､次の2点を指摘している｡

第1は､学習を通じて知識 ･情報を獲得し､

アウトプットとして革新を創出するととも

に､インプットとしてコンピタンスを形成す

ることである｡第2に､知識 ｡情報の獲得､

創造のためのコミュニケーションの双方向

性､対等性である｡この成功要因に関連づけ

れば､コープさっぽろは協働MD組織を通

じてMDの革新を引き起こし､相互利益の

創出を図るとともに､その相互利益の創出を

通じて協調的関係を安定化しているのであ

る｡

こうした協働MI)組織を通じたチャネル ･

パートナーシップの構築は､パワーゲームか

ら信頼ゲームへの転換 (Kumar1996)､ある

いはプラスサム ･ゲームとしての戦略提携､

知識獲得 ･創造 (矢作 1994)を目指した取

り組みとして理解することができる｡

Ⅵ チャネル･パートナーシップ研究の新た

な課昆喜

コープさっぽろによるPOS情報の全面開

示に基づくチャネル ･パートナーシップの構

築は､これまでのチャネル研究に新たな課題

を提示する｡

第 1に､コープさっぽろによるPOS情報

の全面開示は､取引先のコープさっぽろへの

情報依存性を高めている｡従来のチャネル研

究では､取引当事者の交渉力を規定する要

因として取引依存度に示されるような取引

の量的側面に焦点が当てられてきた (石原

1982;風呂1968;高嶋 1984)｡ しかし､コー

プさっぽろのケースが示唆するのは､POS

情報の全面開示による取引先企業の焦点企

業への情報依存である｡チャネル管理におけ

る情報は､交渉力を高めるためのパワー源泉

の1つとして位置づけられてきたが (石井

1983;尾崎 1998;上原 1997)､チャネルリギー

トナーシップという協調的関係における取

引先企業の焦点企業への情報依存の様式､お

よび情報依存性に基づく取引依存のメカニ

ズムを理論的に明らかにすることが必要と

される｡

第2に､コープさっぽろによるPOS情報

の全面開示は､取引先企業との間でMDに

関わる情報面での関係特定的資源の形成 ･蓄

積を促 した｡協働 MD組織におけるMD提

案の知識やノウハウ､およびその組織の仕組

みは取引当事者間に暗黙知化し､模倣困難性

を高めている｡ しかし､こうした模倣困難

性とそれに基づく競争優位は､コープさっぽ

ろの認識とは異なり､必ずしも長期的な競争

優位を保証するものではない｡競合他社が追

随してPOS情報を全面開示し､同様の協働

MD組織を設立するとき､コープさっぽろの

長期的な競争優位が失われるかもしれない ｡

実際､北海道の小売市場において寡占の-一一-
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角を占めるアークス ･グループが2008年､

POS情報を開示 し､その結果､コープさっ

ぽろはオープンなMD提案の場であるMD

研究会の休会に踏み切ることになった｡こう

した点に注目すれば､ある焦点組織がPOS

情報開示による先行者利益と持続的な競争

優位を確保するための能力を戦略的にいか

に構築していくか､そのメカニズムを理論的

に検討することが新たな課題として設定さ

れるだろう｡

第3に､従来のチャネル研究は取引当事

者間の情報交換が2者間の ｢閉じた｣関係

のなかでのみ行われ､メーカーや卸売業者が

知りうる小売業者の販売情報は､自社商品の

みであることを前提としてきたoコープさっ

ぽろのPOS情報全面開示は､これまでのチャ

ネル研究がとらえてこなかった新たな局面

を示唆する｡それは､コープさっぽろでの販

売情報が取引先である競合企業間で相互に

収集可能であること､さらにコープさっぽろ

と競合するアークスがPOS情報を開示する

とき､取引先企業はコープさっぽろとアーク

ス双方のPOS情報を比較参照することがで

きることである｡こうした情報の ｢開いた｣

関係のもとでは､取引先企業間で競合関係を

意識したより競争的な学習が促され､そこで

の企業間のパワー ･バランスと交渉力は関係

が ｢閉じた｣場合とは変質するだろう｡そう

した局面を理論的にとらえ､そこでの取引お

よび競争関係の様式を明示的に組み込んだ

チャネル研究が必要とされるのである｡

※本研究は､平成 21年度文部科学省科学研

究費補助金 (基盤研究 (C))､『サービス

業におけるCRM能力の構造と成果に関す

る研究』､および株式会社ポイントプラス

との平成 21年度其同研究の成果の一部で

ある｡
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